様式３
平成　　　年　　　月　　　日

放射線業務従事承認書
東京大学大気海洋研究所所長殿

機　関　名



所　在　地



放射線取扱主任者名

印


所属機関代表者名

印
　当機関は，「大気海洋研究所の放射線施設を利用する外来研究員等の派遣についての了解事項」を承諾して，下記の者が貴研究所において放射線業務に従事することを承諾しましたので，よろし

くお願いいたします。

　なお，下記の者については，当機関において放射線障害防止法，及び電離放射線障害予防規則

等の法規に基づいて放射線業務従事者として管理が行われていることを証明します。
記

	氏　　名
	年令
	身分
	所属学科・部課等
	年現在の合計被ばく線量(mSv)
	過去１年間の被ばく線量(mSv)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	放射線業務従事期間
	年
	月
	日
	～
	年
	月
	日

	利用施設
	


（注）この承諾書の有効期間は，年度末までです。
外来研究員等の放射線管理内規および大気海洋研究所の放射線施設を利用する外来研究員等の派遣についての了解事項
●外来研究員等の放射線管理内規（大気海洋研究所の放射線障害予防規定より抜粋）
（平成27.3.5改正）
放射線障害予防規定に定める外来研究員等の放射線管理については以下のとおりとする。
第9条第5項
東京大学以外の機関に所属する共同利用研究者が、放射性同位元素等を取り扱おうとする場合は、その者が所属機関において放射線業務従事者として登録管理され、かつ、必要な健康診断等を受けていることを証明する資料を添えて、所長に共同利用従事者の登録の申請を行い、許可を得なければならない。
第13条第1項
従事者及び共同利用従事者は、法令等及びこの規程に従うほか、放射線による披ばく、環
境の汚染をできるだけ少なくするよう心がけなければならない。
第16条第1項
放射性同位元素及び下限数量以下RIを使用しようとする従事者及び共同利用従事者は、あらかじめ所定の用紙による計画書を作成し、事前に主任者及び衛生委員会委員長の承諾を得なければならない。
第16条第2項
放射性同位元素の使用は、前項の計画書に従って行い、方法、場所、時間等に変更を要する場合には、主任者及び衛生委員会委員長に文書でその旨を申し出て承諾を得なければならない。
第25条第5項
共同利用従事者が研究所で放射性同位元素等の取扱いに従事しようとするときは、所属機関で十分な教育を受けていることを確認するとともに、前項に掲げる項目のうち必要な項目について、主任者又は管理員が指導する。
第26条第2項
共同利用従事者が研究所で放射性同位元素等の取扱いに従事しようとするときは、所属機関において健康診断を行い、その結果を主任者に提出しなければならない。
●大気海洋研究所の放射線施設を利用する外来研究員等の派遣についての了解事項
1. 外来研究員等及び所属機関の責任者は、大気海洋研究所の放射線施設の利用に際して、以下の事項を承諾するものとする。
 
2. 外来研究員等は、本所放射線障害予防規程及び当該放射線施設の管理内規に従う。
 
3. 外来研究員等が利用する放射線施設等に係る管理責任（放射線発生装置、放射性物質の安全取扱い、管理区域等の線量当量の測定等の管理）は、大気海洋研究所にあるが、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」等で定める放射線業務従事者としての認可及び個人管理は、外来研究員等の所属機関の責任において行う。
（1） 教育訓練（大気海洋研究所における放射線発生装置等の安全取扱いに係る教育訓練は除く）の受講 
（2） 血液検査などの健康管理 
（3） 個人被ばく線量の測定 
（4） 放射線業務に従事することの可否の判定 
 
4. 放射線業務に従事する外来研究員等は、所属機関の放射線取扱主任者及び管理責任者が認める放射線業務従事承諾書を、大気海洋研究所国際・研究推進チームに提出する。
 
5. 個人線量計（ガラスバッジ等）は、原則として所属機関より持参し、着装して放射線業務に従事するものとする。但し、個人線量計のない場合は、当該施設又は共同利用共同研究推進センターが貸与する。






